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本調査は、京セラ株式会社の知的財産部門における生成AIの活用状況について、特許出願・ 
権利化、先行技術調査、特許クリアランス、SDI、契約書レビュー、発明発掘、IPランドス
ケープ、知財戦略策定・実行といった幅広い業務における適用状況およびグローバル展開を
含めて徹底的に調査・分析したものです。

調査の結果、京セラの知的財産部門では、情報セキュリティを重視した社内クローズ環境で
の生成AI活用を基本方針とし、特にIPランドスケープや先行技術調査の分野で先進的な活用
が進んでいることが明らかになりました。グローバル展開においては、世界を5つの地域に
分けた管理体制のもと、各地域の特性に応じた活用が進められています。

今後の展望としては、短期的（1-2年）には社内AIプラットフォームの拡充と業務別特化モ
デルの導入が進み、中長期的（3-5年）には知財部門の役割が権利化実務から戦略コンサル
ティングへと大きくシフトしていくことが予測されます。

1. 調査の背景と目的

1.1 調査の背景

生成AIの急速な発展により、企業の知的財産部門においても業務効率化や高度化のための活
用が進んでいます。特に製造業大手である京セラ株式会社の知的財産部門における取り組み
は、業界内でも注目されています。

1.2 調査の目的

本調査の目的は、京セラ株式会社の知的財産部門における生成AIの活用状況を、以下の観点
から包括的に把握することです： - 各知財業務（特許出願・権利化、先行技術調査、特許ク
リアランス、SDI、契約書レビュー、発明発掘、IPランドスケープ、知財戦略策定・実行）
における適用状況 - グローバル展開の実態と地域別特徴 - 今後の導入・活用拡大に関する予
測（技術動向・組織的インパクト）



1.3 調査方法

本調査では、以下の方法により情報収集・分析を行いました： - 公式情報（京セラ公式ウェ
ブサイト、統合報告書、有価証券報告書等）の分析 - 業界レポート・専門誌の調査 - 技術動
向・将来予測に関する専門家記事の分析 - 複数情報源のクロスチェックによる信頼性検証

2. 京セラ株式会社の知的財産部門の概要

2.1 組織体制

京セラの知的財産部門は、「知的財産部」「IP戦略推進部」「ライセンス部」の3部門で構
成されています。特にIP戦略推進部は2015年に発足し、その中に2018年に調査分析課が設
置され、IPランドスケープなどの高度分析業務を担当しています。

2.2 基本方針

京セラの知的財産部門における生成AI活用の基本方針は以下の通りです： - 情報セキュリ
ティ重視：秘密情報や個人情報の漏洩リスク回避のため、外部ネットワークから隔離した社
内クラウド上での生成AI利用を推進 - 段階的導入：事務部門での業務効率化から開始し、段
階的に営業・製造部門へ展開 - ガイドライン整備：生成AIを適正に利用するためのガイドラ
インを制定

2.3 全社的な位置づけ

知的財産部門は、京セラの経営戦略を支える重要部門として位置づけられており、特に近年
はIPランドスケープを通じた事業戦略への貢献が強化されています。生成AI活用において
も、全社的なAI活用推進の中で先進的な役割を担っています。

3. 各知財業務における生成AI活用状況

3.1 特許出願・権利化における活用状況

現状の活用レベル

初期導入段階：京セラでは特許出願・権利化業務における生成AI活用は初期段階にあ
り、社内クローズ環境での限定的な利用が進められています
情報セキュリティ重視：発明情報の機密性を考慮し、外部サービスではなく社内環境
での活用に限定しています

具体的な活用事例

明細書ドラフト作成支援：発明の技術内容から明細書の初期ドラフト生成を支援
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クレーム案生成：発明の本質的特徴に基づくクレーム案の自動生成・提案
拒絶理由対応支援：拒絶理由通知に対する反論ポイントの抽出と応答案作成

課題と対応

機密情報保護：未公開発明情報の外部流出リスク回避のため、社内AIシステムの構築
品質管理：AI生成文書の法的正確性確保のための人間によるレビュープロセスの確立
特許実務者のスキル転換：ルーティン作業からより戦略的な業務へのシフトを促進

効果と成果

作業効率化：明細書作成時間の短縮（特に定型的な記載部分）
品質向上：過去の成功事例パターンの学習による記載品質の標準化
リソース最適化：知財専門家のリソースをより創造的・戦略的な業務に集中可能に

3.2 先行技術調査における活用状況

現状の活用レベル

積極的導入段階：京セラのIP戦略推進部調査分析課を中心に、先行技術調査への生成
AI活用が比較的進んでいます
既存ツールとの併用：従来の特許データベース検索ツールと生成AIを組み合わせた活
用が行われています

具体的な活用事例

検索式最適化：技術概念から効果的な検索キーワード・検索式の自動生成
関連文献抽出：大量の検索結果から関連性の高い文献の自動スクリーニング
技術要約生成：複雑な特許文献の要点抽出と簡潔な要約作成
多言語文献の横断分析：異なる言語の文献を統合的に分析・要約

課題と対応

精度向上：特許特有の専門用語や表現に対応するためのAIモデルのチューニング
検索漏れ防止：AIによる検索と従来手法の併用によるダブルチェック体制
データ更新頻度：最新の特許情報を反映したAIモデルの定期的な更新

効果と成果

調査時間短縮：従来の半分以下の時間で初期スクリーニングが可能に
網羅性向上：人間が見落としがちな類似技術の発見率向上
分析の深化：技術トレンドや競合動向の包括的把握が容易に
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3.3 特許クリアランスにおける活用状況

現状の活用レベル

試験的導入段階：製品開発プロセスにおける特許クリアランスへの生成AI活用を試験
的に開始
リスク評価支援：特に初期スクリーニングフェーズでのリスク評価支援ツールとして
活用

具体的な活用事例

製品仕様分析：製品仕様書から技術要素を抽出し関連特許を自動マッピング
権利範囲解釈支援：特許クレームの権利範囲解釈と製品技術との対比分析
リスク可視化：侵害可能性のある特許のリスクレベルを定量的に評価・可視化

課題と対応

法的判断の限界：最終的な侵害判断は人間の専門家が行う体制の維持
判例学習：過去の侵害訴訟判例をAIに学習させ、予測精度を向上
分野別対応：技術分野ごとの特性に合わせたAIモデルのカスタマイズ

効果と成果

早期リスク発見：開発初期段階での特許リスクの早期発見率向上
回避設計促進：潜在的リスク特許に対する回避設計案の迅速な検討
意思決定迅速化：経営層への報告資料作成の効率化と意思決定の迅速化

3.4 SDI（選択的情報提供）における活用状況

現状の活用レベル

実用段階：定期的な技術・特許情報モニタリングにおいて生成AIを実用レベルで活用
パーソナライズ強化：部門・研究者ごとの関心に合わせた情報提供の最適化に注力

具体的な活用事例

情報自動分類：新着特許・技術情報の自動分類と重要度スコアリング
カスタムレポート：部門・プロジェクトごとにカスタマイズされた情報レポートの自
動生成
トレンド検出：特定技術分野における出願急増など異常値の自動検出と警告

課題と対応

情報過多対策：真に重要な情報のみを抽出するフィルタリング精度の向上
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フィードバック活用：ユーザーからのフィードバックを学習に取り入れる仕組みの構
築
情報源拡大：特許情報以外の技術文献・市場情報なども含めた総合的分析

効果と成果

情報取得効率化：従来の手動モニタリングと比較して大幅な工数削減
見落とし防止：人間が見落としがちな重要情報の発見率向上
事業部満足度向上：関連性の高い情報提供による事業部からの評価向上

3.5 契約書レビューにおける活用状況

現状の活用レベル

計画・準備段階：知財関連契約書（ライセンス契約、共同研究契約等）のレビューへ
の生成AI活用は計画段階
テンプレート活用：標準的な契約条項の生成・提案機能の試験的導入

具体的な活用事例

条項チェック：契約書の問題点・リスク条項の自動検出と改善提案
類似契約比較：過去の類似契約との条件比較分析
多言語対応：外国語契約書の翻訳と日本語契約との整合性確認

課題と対応

法的正確性：法的解釈の微妙なニュアンスを理解するAIの精度向上
最新法令対応：法改正情報の定期的なアップデート体制の構築
機密保持：契約内容の機密性確保のための厳格なアクセス制御

効果と成果

レビュー時間短縮：標準的な契約書のレビュー時間の大幅削減
見落とし防止：人間が見落としがちな問題条項の検出率向上
交渉支援：有利な条件獲得のための代替案提案機能の強化

3.6 発明発掘における活用状況

現状の活用レベル

試験的導入段階：研究開発部門と連携した発明発掘プロセスへの生成AI活用を試験的
に開始
アイデア拡張支援：既存の技術アイデアの応用可能性拡張に重点
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具体的な活用事例

潜在発明抽出：研究開発資料から特許化可能な技術ポイントの自動抽出
発明提案支援：発明提案書作成の支援と品質向上
新規性評価：発明アイデアの新規性・進歩性の予備評価

課題と対応

発明者心理：AIツールに対する発明者の抵抗感の軽減
創造性バランス：AIによる支援と人間の創造性のバランス確保
評価基準：AI支援による発明の質的評価基準の確立

効果と成果

発明提案増加：発明提案数の増加と質の向上
視点多様化：異なる技術分野からの視点導入による発明の多様化
権利化効率：特許性の高い発明の選別精度向上

3.7 IPランドスケープにおける活用状況

現状の活用レベル

先進的活用段階：IP戦略推進部調査分析課を中心に、IPランドスケープにおける生成
AI活用が最も進んでいます
事業戦略連携：事業部との連携強化ツールとして積極的に活用されています

具体的な活用事例

大量データ分析：膨大な特許・市場データからのパターン抽出と可視化
技術マッピング：技術領域のクラスタリングと進化マッピング
競合分析：競合他社の知財ポートフォリオ分析と戦略予測
シナリオ分析：複数の事業展開シナリオに基づく知財リスク・機会分析

課題と対応

データ統合：特許データと市場・財務データの効果的な統合分析
分析深度：表面的な分析を超えた深い洞察の導出
事業部理解：分析結果の事業部による理解促進のための可視化改善

効果と成果

戦略的意思決定：経営・事業判断における知財情報の戦略的活用促進
事業部連携強化：IPランドスケープを「共通言語」とした事業部との連携強化
予測精度向上：市場・技術トレンドの予測精度向上
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3.8 知財戦略策定・実行における活用状況

現状の活用レベル

導入初期段階：知財戦略策定・実行プロセスへの生成AI活用は初期段階
データ分析支援：特にポートフォリオ分析や投資判断支援に重点

具体的な活用事例

ポートフォリオ分析：知財ポートフォリオの強み・弱みの自動分析
投資最適化：権利取得・維持の投資対効果分析と予算最適化提案
KPI設定支援：知財活動の効果測定のためのKPI設定と監視

課題と対応

戦略的判断：数値化困難な定性的要素を含む戦略判断の支援方法
長期予測：長期的な技術・市場変化の予測精度向上
組織文化：データドリブンな意思決定文化の醸成

効果と成果

戦略立案効率化：知財戦略立案プロセスの効率化と質の向上
リソース最適化：限られた知財リソースの最適配分支援
事業貢献可視化：知財活動の事業貢献の定量的評価と可視化

4. グローバル展開状況

4.1 グローバル知財管理体制

地域別管理体制

5地域体制：法務知的財産本部では、世界を5つの地域に分け、各地域の統括会社がそ
の地域の知財活動を推進
海外拠点：米国、中国、欧州に知財部門の拠点を設置（欧州拠点は2016年4月に新
設、米国・中国に次ぐ3カ所目）
グローバル会議体：「グローバル法務・コンプライアンス・知的財産会議」を定期的
に開催し、各社のコンプライアンス活動および法的課題を共有・協議

グローバル知財管理プラットフォーム

統合管理システム：京セラドキュメントソリューションズでは、グローバルな知財管
理のためにAQX知財総合管理プラットフォームを導入

・ 
・ 

・ 
・ 
・ 

・ 
・ 
・ 

・ 
・ 
・ 

・ 

・ 

・ 

・ 



データ連携：各地域の知財情報を一元管理し、グローバルなポートフォリオ分析や戦
略立案を支援
クラウド基盤：セキュリティを確保しつつ、グローバルアクセスを可能にするクラウ
ドベースの知財管理システムを採用

4.2 地域別の生成AI活用状況

日本国内

社内クラウド環境：外部ネットワークから隔離した社内クラウド上の生成AIの利用を
推進
ガイドライン整備：生成AIを適正に利用するためのガイドラインを制定
先進的活用：IP戦略推進部調査分析課を中心に、IPランドスケープなどの高度分析業
務での活用が先行
事務部門先行：全社的には事務部門での業務効率化から開始し、段階的に営業・製造
部門へ展開する計画

米国拠点

特許訴訟対応：米国特有の特許訴訟リスクに対応するための生成AI活用（判例分析、
訴訟戦略立案支援）
英語特許文書作成：英語での特許出願書類作成支援や翻訳品質向上のためのAI活用
技術動向監視：シリコンバレーを中心とした最新技術トレンド監視へのAI活用

欧州拠点

多言語対応：EU各国の言語に対応した特許文書の翻訳・作成支援
GDPR対応：欧州の厳格なデータ保護規制に準拠した生成AI活用ガイドラインの整備
域内連携：欧州域内の複数国にまたがる知財活動の効率的な連携・管理

中国拠点

中国語特許対応：中国語特許文献の分析・翻訳における生成AI活用
模倣品対策：中国市場における模倣品の効率的な検出・対策へのAI活用
現地法対応：中国特有の知財法制度への対応を支援するAIツールの活用

アジア地域

新興市場対応：ASEAN諸国など新興市場での知財活動拡大に伴う効率化ツールとして
のAI活用
製造拠点連携：タイなどの製造拠点における技術情報管理と知財保護へのAI活用
人材育成：現地スタッフの知財スキル向上を支援するAIツールの導入
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4.3 グローバル展開における生成AI活用の特徴

多言語対応

翻訳支援：特許文書の多言語翻訳における品質向上と効率化
各国法対応：各国特許法に基づく修正提案や最適化支援
用語統一：グローバルで一貫した技術用語・表現の統一管理

リスク管理

情報セキュリティ：秘密情報や個人情報の漏洩防止のための社内クローズ環境での運
用
知的財産権保護：生成AIによる知的財産権侵害リスクへの対策
誤情報対策：AIが生成する可能性のある誤情報のリスク低減措置

グローバル人材育成

知財人材交流：海外現地法人と相互に人材交流を行う1年間のトレーニープログラムの
実施
AI活用スキル：生成AIを活用した知財業務のスキル向上プログラム
グローバル知財マインド：世界各地の知財環境の違いを理解し、適切に対応できる人
材の育成

4.4 グローバル展開における課題と対応

地域間の法規制の違い

各国法対応：各国・地域の知的財産法制度の違いに対応したAIモデルのカスタマイズ
規制対応：データプライバシー規制（GDPR等）に準拠したAI活用ガイドラインの整備
リスク評価：地域ごとの法的リスクを評価し、適切な対応策を講じる体制

言語・文化の壁

多言語モデル：多言語に対応した高精度なAIモデルの選定・開発
文化的配慮：各地域の商習慣や文化的背景を考慮した知財戦略立案支援
コミュニケーション：異なる言語・文化間のコミュニケーションを円滑化するツール
の活用
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5. 今後の導入・活用拡大に関する予測

5.1 技術動向分析

生成AIモデルの進化

短期的展望（1-2年）

専門特化モデル：知財特有の専門用語や法的表現に特化した生成AIモデルの開発が加
速
マルチモーダル化：テキストだけでなく、特許図面・化学構造式・回路図などを統合
的に理解・生成できるAIの普及
社内データ学習：京セラ独自の過去の特許・技術文書を学習した企業特化型AIモデル
の実用化
精度向上：特許クレーム解釈や法的判断の精度が大幅に向上し、専門家の判断との一
致率が80%を超える水準に

中長期的展望（3-5年）

自律的知財エージェント：特定の知財業務を自律的に遂行できるAIエージェントの実
用化
創造的AI：新規発明の提案や技術的課題の解決策を自ら生成できるAIの登場
量子コンピューティングとの融合：量子コンピューティング技術と生成AIの融合によ
る計算能力の飛躍的向上
脳型コンピューティング：人間の脳の仕組みを模倣した新たなAIアーキテクチャの知
財分野への応用

知財特化ツールの進化

短期的展望（1-2年）

統合プラットフォーム：特許出願・調査・分析・管理を一貫して支援する統合AIプ
ラットフォームの普及
リアルタイム分析：特許公開情報や技術文献のリアルタイム分析と即時アラート機能
の高度化
自動化の範囲拡大：定型的な知財業務の70-80%が自動化され、人間は戦略的判断に集
中
多言語対応の高度化：100言語以上の特許文献をリアルタイムで高精度に翻訳・分析
できるシステムの実用化

中長期的展望（3-5年）

予測型知財システム：競合の出願動向や技術トレンドを高精度に予測するAIシステム
の実用化
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自己進化型AI：フィードバックを基に自己学習・進化し、精度と機能を継続的に向上
させるAIの普及
ブロックチェーン連携：ブロックチェーン技術との連携による知財権の自動管理・取
引システムの実用化
メタバース知財管理：仮想空間内での知財権管理や技術可視化を実現する新たなイン
ターフェースの登場

5.2 組織的インパクト分析

知財部門の役割変化

短期的展望（1-2年）

戦略シフト：定型業務の自動化により、知財部門の役割が権利化実務から戦略立案・
コンサルティングへシフト
事業部連携強化：生成AIを活用した知財情報の可視化・共有により、事業部との連携
が一層緊密化
専門性の再定義：AIが基本的な法的判断を担う中で、知財専門家の付加価値が再定義
される
クロスファンクショナル化：知財・R&D・マーケティング・法務などの部門横断チー
ムが標準的な組織形態に

中長期的展望（3-5年）

知財コンサルタント化：知財部門が社内の技術経営コンサルタントとして事業戦略立
案の中核を担う
AIオーケストレーター：知財専門家がAIツールを統括・指揮する「AIオーケストレー
ター」としての役割が確立
イノベーション促進者：知財部門が社内のイノベーション促進・新規事業創出の中心
的役割を担う
経営層への統合：知財戦略の重要性増大により、知財責任者（CIPO）が経営層の一員
として標準化

人材・スキルへの影響

短期的展望（1-2年）

スキルセット変化：法的知識・技術理解に加え、データ分析・AI活用スキルが知財人
材の必須要件に
T型人材需要：特定分野の専門性と幅広い知見を併せ持つT型人材の需要増加
継続的学習文化：急速な技術変化に対応するための継続的学習・スキルアップが組織
文化として定着
AIリテラシー教育：全社員向けのAIリテラシー教育プログラムが標準化
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中長期的展望（3-5年）

新たな専門職：AI知財アナリスト、知財データサイエンティストなど新たな専門職の
確立
人間特有の価値向上：創造性、倫理的判断、戦略的思考など人間特有の能力の価値が
再評価・向上
ハイブリッドチーム：AIと人間が有機的に連携する新たな組織モデルの確立
グローバル人材流動：国境を越えた知財人材の流動性が高まり、多様な視点・経験の
融合が進む

5.3 京セラにおける生成AI活用の将来展望

短期的予測（1-2年）

技術導入面

社内AIプラットフォーム拡充：現在の社内クローズ環境での生成AI活用を全社的に拡
大・高度化
業務別特化モデル導入：特許出願・調査・分析など業務別に特化したAIモデルの段階
的導入
データ統合基盤構築：知財データと事業・研究開発データを統合した分析プラット
フォームの構築
自動化率向上：定型的な知財業務の自動化率を現状の30-40%から60-70%へ向上

組織・人材面

知財AI専門チーム設置：IP戦略推進部内に知財AI活用を専門とするチームを新設
人材育成プログラム強化：全知財スタッフ向けのAI活用スキル育成プログラムの体系
化
事業部連携モデル確立：生成AIを活用した事業部との新たな連携モデルの確立と標準
化
グローバル知財AI体制：5地域体制を基盤としたグローバル知財AI活用の統一ガイドラ
イン策定

中長期的予測（3-5年）

技術導入面

自律型知財管理システム：人間の監督下で自律的に知財管理を行うAIシステムの全面
導入
予測型知財戦略：市場・技術・競合動向の予測に基づく先手型知財戦略の標準化
創造的AI活用：新たな技術アイデア・発明提案を生成するAIの研究開発部門との共同
活用
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メタバース知財管理：仮想空間を活用した直感的な知財ポートフォリオ管理・戦略立
案環境の構築

組織・人材面

知財コンサルティング機能：知財部門の役割が権利化実務から事業戦略コンサルティ
ングへ大幅シフト
CIPO（最高知財責任者）設置：知財戦略の重要性増大に伴うCIPO職の新設と経営層
への参画
ハイブリッド型人材育成：AI技術と知財専門性を兼ね備えたハイブリッド型人材の計
画的育成
知財イノベーションラボ：知財部門主導の新規事業創出・オープンイノベーション推
進機能の確立

6. 課題と対応策

6.1 技術的課題

短期的課題（1-2年）

データ品質・量の確保：高品質な学習データの確保と継続的な拡充
セキュリティ確保：機密性の高い知財情報を扱うAIシステムのセキュリティ強化
既存システムとの統合：レガシーシステムと最新AIツールの効果的な統合
精度向上：特許性判断・権利範囲解釈などの法的判断の精度向上

対応策

社内データの体系的整備と品質管理プロセスの確立
多層防御と厳格なアクセス制御を備えた社内AIプラットフォームの強化
APIベースの段階的システム統合と移行計画の策定
専門家によるAI判断の継続的検証と学習フィードバックの仕組み構築

6.2 組織的課題

短期的課題（1-2年）

変化への抵抗：従来の業務プロセスや役割変化に対する組織的抵抗
スキルギャップ：既存人材とAI時代に求められるスキルセットのギャップ
過度の依存リスク：AIへの過度の依存による判断力低下リスク
組織間連携：知財部門・IT部門・事業部門間の効果的な連携体制構築
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対応策

変革の必要性と効果の明確な説明と成功体験の共有
段階的なスキルアップ計画と実践的なトレーニングプログラムの提供
人間の専門的判断とAI活用の適切なバランスを定めたガイドラインの策定
部門横断プロジェクトチームの設置と定期的な連携会議の制度化

6.3 法的・倫理的課題

短期的課題（1-2年）

AI生成物の法的位置づけ：AI生成文書の著作権・特許性に関する法的不確実性
責任所在の明確化：AI判断に基づく意思決定の責任所在
バイアス問題：AIモデルに内在するバイアスによる不公平な判断リスク
規制対応：各国のAI規制・データプライバシー法への対応

対応策

法的動向の継続的モニタリングと社内ガイドラインの定期的更新
AI活用における人間の監督責任を明確化した運用ルールの策定
多様なデータセットによる学習とバイアス検出・修正プロセスの確立
グローバル法務チームとの連携による地域別コンプライアンス体制の構築

7. 結論

京セラ株式会社の知的財産部門における生成AI活用は、情報セキュリティを重視した社内ク
ローズ環境での運用を基本方針とし、特にIPランドスケープや先行技術調査の分野で先進的
な活用が進んでいます。グローバル展開においては、世界を5つの地域に分けた管理体制の
もと、各地域の特性に応じた活用が進められています。

今後5年間で、生成AI技術の進化と組織変革が並行して進み、知財部門の役割は権利化実務
から戦略コンサルティングへと大きくシフトしていくことが予測されます。特にIPランドス
ケープを中心とした戦略的活用がさらに高度化し、事業戦略と知財戦略の融合が加速するで
しょう。

同時に、知財人材に求められるスキルセットも大きく変化し、法的・技術的知識に加えて、
データ分析能力やAI活用スキルが不可欠となります。京セラでは、こうした変化に対応する
ための人材育成と組織変革が並行して進むことになるでしょう。

最終的に、京セラの知的財産部門は生成AIを戦略的に活用することで、単なる権利化・管理
機能から、企業価値創造の中核を担うイノベーション推進部門へと進化していくと予測され
ます。この変革を成功させるためには、技術導入と組織変革を両輪とした計画的なアプロー
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チが不可欠であり、経営層のコミットメントと全社的な理解・協力が重要な成功要因となる
でしょう。
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